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日本之增進環境保護意願及推進環境教育等相關法律概要 
一、 第 1 條  目的 

     本法律為永續建置國家社會環境而訂定。明訂增進環境保護意願及推進環

境教育之必要事項等。主要目的為確保目前及未來國民健康及文化生活水準。 

二、 第 2 條  定義 

     本法律所定增進環境保護意願事項，係包括適當地提供環境保護相關資訊

及環境保護相關體驗機會等。同時有關環境教育方面，包括加深對環境保護之認

識與理解及實施環境教育及學習等。 

三、 第 3 條  基本理念 

     關於環境保護意願之增進及環境教育推進等，以自發性、多樣性主體共同

協力參加為主，以公開及持續的方式確保森林、田園、公園、河川、湖沼、海岸、

海洋等相關自然環境的育成養護等事宜。訂定本條之理念主要係以加強了解環境

保護重要性、國土保護效益之調整、區域之農林水產業等之調和、維持區域居民

福祉之向上提昇、區域環境保護相關之文化及歷史傳承等諸多因素加以考量。 

四、 第 4 條~第 6 條  各主體之責任及義務 

     事業者、民眾及民間團體等自發性推動環境保護活動及環境教育等，其他

進行相關活動者應予與協助及支持。國家、地方政府對於事業者、民眾及民間團

體等之環境保護活動應加以提攜贊同。同時，對於環境保護意願之增進及環教育

之推進等基本及綜合政策之策劃制定及施行等應加以規範。 

五、 第 7、8 條  基本政策 

     本條係國家為增進環境保護意願及推進環境教育而訂定基本政策。地方政

府亦應依照自然的社會條件為增進環境保護意願及推進環境教育制定相關之政

策、計畫並公布之。 
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六、 第 9 條  學校教育對於環境教育之支援 

     國家都道府縣及市村里等，對於推進環境教育之學校教育及社會教育等必

須採取必要之施政策略。同時，對於學校教育有關環境教育體驗學習之充實及教

員素質之向上提升等亦須採取必要之相關措施。 

七、 第 10 條  工作場所有關增進環境保護意願及環境教育之任務 

     本條係規定民間團體、事業者、國家及地方政府對於所雇用者提供必要之

環境保護知識及提昇技能之相關事宜。 

八、 第 11 條到第 18 條  人才認定等事業之登錄 

     對於環境保護相關知識及指導具有執行能力及培養認定能力之事業、民眾

及民間團體等，必須向主管大臣申請登錄。主管大臣之任務為環境保護人才的培

養、認定、編組及編撰指導手冊，以及相關環境保護資訊之收集、整理、分析等，

並將結果提供執行者參考。 

九、 第 19 條  建置增進環境保護意願之功能機制 

     國家對於都道府縣及市村里及民眾、民間團體等有意願執行環境保護工作

者應建置能提供資訊、諮詢、建議及協商之功能機制。 

十、 第 20 條  國家對於國民及民間團體等自發性提供土地供環境保護使用之

促進措施 

     國家對於國民及民間團體等為增進環境保護目的自動提供土地及建築物等

作為大眾自然體驗活動之場地，須設立必要之促進措施。 

十一、第 21 條  協同編組方法之週知 

       國家對於協同編組（即 2 人以上國民及民間團體為促進環境保護工作而

適當編組分工之組合）之合作方式、有效適當之實施方法及合作理念等，須採取
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必要之公告措施。 

十二、第 22 條  財政措施 

       國家及地方政府對於有意願促進環境保護及推動環境教育者，須於財

政、稅制及其他方面採取必要之優惠措施。 

十三、第 23 條  資訊積極公開 

       國家、地方政府、民間團體及事業等對於增進環境保護意願內容及其他

相關資訊應積極公布周知，共同分享成果。 

十四、第 24 條  其他考量 

       國家及地方政府基於本法律對於執行增進環境保護意願及環境教育等之

國民及民間團體等之自立性有所妨害時，應設置必要之保護措施以確保其公正性

及公開性。 

十五、附則 

       本法律自平成 15 年 10 月 1 日施行，人才認定等事業登錄等規定，自平

成 16 年 10 月 1 日施行。 

       政府對於本法律施行 5 年後，應就施行狀況加以檢討，並就檢討結果採

取必要之改進措施。 



附件十四：日本環境促進法概要日文原文 
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環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に 

関する法律概要 
１．目的（第 1 条） 

 この法律は、持続可能な社会を構築するため、環境保全の意欲の増進及び環

境教育の推進に必要な事項を定め、もって現在及び将来の国民の健康で文化的

な生活の確保に寄与することを目的とする。 

２．定義（第 2 条） 

 この法律において、環境保全の意欲の増進とは、環境保全に関する情報提供

並びに環境保全に関する体験機会の提供及びその便宜の供与をいう。 

 この法律において、環境教育とは、環境保全についての理解を深めるために

行われる環境保全に関する教育及び学習をいう。 

３．基本理念（第 3 条） 

 環境保全の意欲の増進、環境教育等について、自発的意思の尊重、多様な主

体の参加と協力、透明性及び継続性の確保、森林、田園、公園、河川、湖沼、

海岸、海洋等における自然環境を育成すること等の重要性に係る理解の深化、

国土保全等の公益との調整、地域の農林水産業等との調和、地域住民の福祉の

維持向上、地域における環境保全に関する文化及び歴史の継承への配慮等の理

念を定める。 

４．各主体の責務（第 4 条～第 6 条） 

 事業者、国民及び民間団体は、環境保全活動及び環境教育を自ら進んで行う

よう努めるとともに、他の者の行う環境保全活動及び環境教育に協力するよう

努めるものとする。 

 国及び地方公共団体は、事業者、国民及び民間団体との連携に留意し、環境
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保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的、総合的な施策を策定、

実施するよう努めるものとする。 

５．基本方針等（第 7 条、第 8 条） 

 国は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な方針を定

めるものとする。地方公共団体は、自然的社会的条件に応じた環境保全の意欲

の増進及び環境教育の推進に関する方針、計画等を作成し、公表するよう努め

るものとする。 

６．学校教育等における環境教育に係る支援等（第 9 条） 

 国、都道府県及び市町村は、学校教育及び社会教育における環境教育の推進

に必要な施策を講じるものとし、学校教育における体験学習等の充実、教員の

資質向上の措置等を講ずるよう努めるものとする。 

７．職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育（第 10 条） 

 民間団体、事業者、国及び地方公共団体は、その雇用する者の環境保全に関

する知識及び技能を向上させるよう努めるものとする。 

８．人材認定等事業の登録等（第 11 条～第 18 条） 

 環境保全に関する知識及び環境保全に関する指導を行う能力を有する者を

育成又は認定する事業を行う国民、民間団体等は、その事業について、主務大

臣の登録を受けることができることとし、これに必要な手続等を定める。 

 主務大臣は、環境保全に関する人材の育成又は認定のための取組及び人材の

育成のための手引その他の資料等に関する情報の収集、整理、分析及び結果の

提供を行うものとする。 

９．環境保全の意欲の増進の拠点としての機能を担う体制の整備（第 19 条）  
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 国、都道府県及び市町村は、国民、民間団体等が行う環境保全の意欲の増進

と相まって、環境保全に関する情報の提供、助言及び相談並びに便宜の供与等

の拠点としての機能を担う体制を整備するよう努めるものとする。 

10．国民、民間団体等による土地等の提供に関する措置（第 20 条） 

 国は、国民、民間団体等がその有する土地又は建物を自然体験活動その他の

多数の者を対象とするのにふさわしい環境保全の意欲の増進に係る体験の機

会の場として自発的に提供することを促進するために必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

11．協働取組の在り方等の周知（第 21 条） 

 国は、協働取組（二以上の国民、民間団体等がそれぞれ適切に役割を分担し

つつ対等の立場において相互に協力して行う環境保全の意欲の増進その他の

環境の保全に関する取組をいう。）の有効かつ適切な実施の方法等の周知のた

めに必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

12．財政上の措置等（第 22 条） 

 国及び地方公共団体は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に必要な

財政上又は税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

13．情報の積極的公表等（第 23 条） 

 国、地方公共団体、民間団体及び事業者は、環境保全の意欲の増進の内容に

関する情報その他の環境の保全に関する情報を積極的に公表するよう努める

ものとする。 

14．配慮等（第 24 条） 

 国及び地方公共団体は、環境保全の意欲の増進又は環境教育を行う国民、民
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間団体等の自立性を阻害することがないよう配慮するとともに、当該措置の公

正性及び透明性を確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

15．附則 

 この法律は、平成 15 年 10 月 1 日から施行する。ただし、人材認定等事業の

登録等に係る規定は、平成 16 年 10 月 1 日から施行する。 

 政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の施行の状況につい

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 



附件十五：日本環境促進法詳細條文日文原文 
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環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律 
（平成十五年七月二十五日法律第百三十号） 

（目的） 

第一条 この法律は、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少

ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展することができる社会（以下

「持続可能な社会」という。）を構築する上で事業者、国民及びこれらの者の

組織する民間の団体（以下「国民、民間団体等」という。）が行う環境保全活

動並びにその促進のための環境保全の意欲の増進及び環境教育が重要である

ことにかんがみ、環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育について、

基本理念を定め、並びに国民、民間団体等、国及び地方公共団体の責務を明ら

かにするとともに、基本方針の策定その他の環境保全の意欲の増進及び環境教

育の推進に必要な事項を定め、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生

活の確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「環境保全活動」とは、地球環境保全、公害の防止、

自然環境の保護及び整備その他の環境の保全（良好な環境の創出を含む。以下

単に「環境の保全」という。）を主たる目的として自発的に行われる活動のう

ち、環境の保全上直接の効果を有するものをいう。 

２ この法律において「環境保全の意欲の増進」とは、環境の保全に関する情

報の提供並びに環境の保全に関する体験の機会の提供及びその便宜の供与で

あって、環境の保全についての理解を深め、及び環境保全活動を行う意欲を増

進するために行われるものをいう。 

３ この法律において「環境教育」とは、環境の保全についての理解を深める
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ために行われる環境の保全に関する教育及び学習をいう。 

（基本理念） 

第三条 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、地球環境がも

たらす恵みを持続的に享受すること、豊かな自然を保全し及び育成してこれと

共生する地域社会を構築すること並びに循環型社会を形成し、環境への負荷を

低減することの重要性を踏まえ、国民、民間団体等の自発的意思を尊重しつつ、

持続可能な社会の構築のために社会を構成する多様な主体がそれぞれ適切な

役割を果たすこととなるように行われるものとする。 

２ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、森林、田園、公園、

河川、湖沼、海岸、海洋等における自然体験活動その他の体験活動を通じて環

境の保全についての理解と関心を深めることの重要性を踏まえ、地域住民その

他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るよう努めるとともに、透明

性を確保しながら継続的に行われるものとする。 

３ 環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育は、森林、田園、公園、

河川、湖沼、海岸、海洋等における自然環境をはぐくみ、これを維持管理する

ことの重要性について一般の理解が深まるよう、必要な配慮をするとともに、

国土の保全その他の公益との調整に留意し、並びに農林水産業その他の地域に

おける産業との調和、地域住民の生活の安定及び福祉の維持向上並びに地域に

おける環境の保全に関する文化及び歴史の継承に配慮して行われるものとす

る。 

（国民、民間団体等の責務） 

第四条 国民、民間団体等は、前条の基本理念（以下単に「基本理念」という。）
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にのっとり、環境保全活動及び環境教育を自ら進んで行うよう努めるとともに、

環境保全の意欲の増進その他の環境の保全に関する取組を行うことにより、他

の者の行う環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育に協力するよう

努めるものとする。 

（国の責務） 

第五条 国は、経済社会の変化に伴い、持続可能な社会の構築に関し国民、民

間団体等が行う環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育の果たすべ

き役割がより重要となることにかんがみ、基本理念にのっとり、環境の保全に

関する施策の策定及び実施に当たっては、環境保全活動、環境保全の意欲の増

進及び環境教育を行う国民、民間団体等との適切な連携を図るよう留意するも

のとする。 

２ 国は、基本理念にのっとり、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に

関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 

（地方公共団体の責務） 

第六条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、環境保全の意欲の増進及び環

境教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の

区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施するよう努めるもの

とする。 

（基本方針） 

第七条 政府は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な

方針 

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 
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２ 基本方針には、次に掲げる事項について、環境保全活動、環境保全の意欲

の増進及び環境教育の動向等を勘案して、定めるものとする。 

一 環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本的な事項 

二 環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関し政府が実施すべき施策に

関する基本的な方針 

三 その他環境保全の意欲の増進及び環境教育の推進に関する重要な事項 

３ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。 

４ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案の作成に関する事務のうち、

農林水産省、経済産業省又は国土交通省の所掌に係るものについては、それぞ

れ、農林水産大臣、経済産業大臣又は国土交通大臣と共同して行うものとする。 

５ 環境大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、

広く一般の意見を聴かなければならない。 

６ 環境大臣及び文部科学大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったと

きは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県及び市町村の方針、計画等） 

第八条 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、その都道府県又は市町

村の区域の自然的社会的条件に応じた環境保全の意欲の増進及び環境教育の

推進に関する方針、計画等を作成し、及び公表するよう努めるものとする。 

（学校教育等における環境教育に係る支援等） 

第九条 国、都道府県及び市町村は、国民が、その発達段階に応じ、あらゆる
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機会を通じて環境の保全についての理解と関心を深めることができるよう、学

校教育及び社会教育における環境教育の推進に必要な施策を講ずるものとす

る。 

２ 国、都道府県及び市町村は、環境の保全に関する体験学習等の学校教育に

おける環境教育の充実のための措置、環境教育に係る教育職員の資質の向上の

ための措置その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 国は、都道府県及び市町村に対し、第一項に規定する施策及び前項に規定

する措置に関し必要な助言、指導その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 国は、前項の措置を講ずるに当たっては、都道府県及び市町村に対し、第

十七条の規定による情報の提供（第十一条第七項に規定する登録人材認定等事

業に関する情報の提供を含む。）その他の環境教育の推進に資する情報の提供

等により、学校教育及び社会教育における環境教育の実施の際に、環境の保全

に関する知識、経験等を有する人材が広く活用されることとなるよう、適切な

配慮をするよう努めるものとする。 

５ 国、都道府県及び市町村は、環境教育の内容及び方法についての調査研究

を行い、その結果に応じて、これらの改善に努めるものとする。 

（職場における環境保全の意欲の増進及び環境教育） 

第十条 事業者及び国民の組織する民間の団体（次項及び第二十三条第一項に

おいて「民間団体」という。）、事業者、国並びに地方公共団体は、その雇用

する者に対し、環境の保全に関する知識及び技能を向上させるために必要な環

境保全の意欲の増進又は環境教育を行うよう努めるものとする。 

２ 国、都道府県及び市町村は、民間団体又は事業者であってその雇用する者
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に対して環境保全の意欲の増進又は環境教育を行うものに対し、環境の保全に

関する指導を行うことができる人材、環境保全の意欲の増進又は環境教育に係

る資料等に関する情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めるものとす

る。 

（人材認定等事業の登録） 

第十一条 環境の保全に関する知識及び環境の保全に関する指導を行う能力を

有する者を育成し、又は認定する事業（以下「人材認定等事業」という。）で

あって主務省令で定めるものを行う国民、民間団体等は、当該人材認定等事業

について、主務大臣の登録を受けることができる。 

２ 前項の登録（以下この条及び第十三条から第十五条までにおいて単に「登

録」という。）の申請をしようとする者は、主務省令で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申請書を主務大臣に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体にあっては代表者の氏名 

二 人材認定等事業の内容 

三 その他主務省令で定める事項 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、登録の申請をすることができない。 

一 第二十六条に規定する罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又は

その執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

二 第十四条第一項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年

を経過しない者 

三 法人その他の団体であって、その役員（法人でない団体にあっては、その

代表者）のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの 
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４ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が次の各号のいずれにも適

合していると認めるときは、その登録をしなければならない。 

一 基本方針に照らして適切なものであること。 

二 環境の保全に関する知識及び環境の保全に関する指導を行う能力を有する

者の育成又は認定を適正かつ確実に行うに足りるものとして主務省令で定め

る基準に適合するものであること。 

５ 主務大臣は、登録をした場合においては、遅滞なく、その旨を申請者に通

知するとともに、その旨を公示しなければならない。 

６ 主務大臣は、登録の申請に係る人材認定等事業が第四項各号に掲げる要件

に適合しないと認める場合においては、遅滞なく、その理由を示して、その旨

を申請者に通知しなければならない。 

７ 登録を受けた人材認定等事業（以下「登録人材認定等事業」という。）を

行う国民、民間団体等（以下「登録民間団体等」という。）は、第二項各号に

掲げる事項を変更したとき又は登録人材認定等事業を廃止したときは、主務省

令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を主務大臣に届け出なければなら

ない。 

８ 主務大臣は、前項の規定による届出があったときは、遅滞なく、その旨を

公示しなければならない。 

（報告、助言等） 

第十二条 主務大臣は、登録民間団体等に対し、その実施する登録人材認定等

事業に関し、登録人材認定等事業の適正な実施を確保するために必要な限度に

おいて報告若しくは資料の提出を求め、又はその実施する登録人材認定等事業
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の適正な運営を図るため必要な助言をすることができる。 

（表示の制限） 

第十三条 人材認定等事業を行う者は、当該人材認定等事業について、登録を

受けていないのに、登録を受けた人材認定等事業を行う者であると明らかに誤

認されるおそれのある表示をしてはならない。 

（登録の取消し） 

第十四条 主務大臣は、次の各号のいずれかに該当する場合には、登録を取り

消すことができる。 

一 登録人材認定等事業が、第十一条第四項各号に掲げる要件に適合しなくな

ったとき。 

二 登録民間団体等が、第十一条第三項各号のいずれかに該当するに至ったと

き。 

三 登録民間団体等が、第十二条の規定による報告又は資料の提出を求められ 

て、報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をし

たとき。 

四 登録民間団体等が、偽りその他不正の手段により登録を受けたとき。 

２ 主務大臣は、前項の規定により登録を取り消したときは、遅滞なく、その

理由を示して、その旨を当該登録の取消しを受けた者に通知するとともに、そ

の旨を公示しなければならない。 

（主務省令への委任） 

第十五条 第十一条から前条までに定めるもののほか、登録に関し必要な事項

は、主務省令で定める。 
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（都道府県又は市町村が行う人材の育成又は認定のための取組に対する情報

提供等） 

第十六条 主務大臣は、都道府県又は市町村が環境の保全に関する人材の育成

又は認定のための取組を行う場合において必要があると認めるときは、情報の

提供、助言、指導その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（人材の育成又は認定のための取組に関する情報の収集、提供等） 

第十七条 主務大臣は、国民、民間団体等の行う環境の保全に関する人材の育

成又は認定のための取組に関する情報の収集、整理及び分析並びにその結果の

提供を行うものとする。 

（人材の育成のための手引その他の資料等の質の向上） 

第十八条 主務大臣は、環境の保全に関する人材の育成のための手引その他の

資料等の作成、提供等を行う国民、民間団体等の求めに応じ、必要な助言を行

うよう努めるものとする。 

２ 主務大臣は、前項の手引その他の資料等の質の向上を図るため、これらに

関連する情報の収集、整理及び分析並びにその結果の提供を行うものとする。 

（環境保全の意欲の増進の拠点としての機能を担う体制の整備） 

第十九条 国は、国民、民間団体等並びに都道府県及び市町村が行う環境保全

の意欲の増進と相まって、環境保全の意欲の増進を効果的に推進するため、次

に掲げる拠点としての機能を担う体制の整備に努めるものとする。 

一 国民、民間団体等が行う環境保全の意欲の増進の内容に関する情報その他

環境の保全に関する情報及び資料を収集し、及び提供すること。 

二 環境の保全に関する人材の育成のための手引その他の資料等に係る助言を
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行うことその他環境の保全に関し、照会及び相談に応じ、並びに必要な助言を

行うこと。 

三 環境保全の意欲の増進を行う国民、民間団体等相互間の情報交換及び交流

に関し、その機会を提供することその他の便宜を供与すること。 

四 その他環境保全の意欲の増進を行うこと。 

２ 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域の自然的社会的条

件に応じ、国民、民間団体等及び国が行う環境保全の意欲の増進と相まって、

環境保全の意欲の増進を効果的に推進するための拠点としての機能を担う体

制の整備（次項において「拠点機能整備」という。）に努めるものとする。 

３ 国は、都道府県及び市町村が行う拠点機能整備について、必要な支援に努

めるものとする。 

（国民、民間団体等による土地等の提供に関する措置） 

第二十条 国は、土地又は建物の所有者又は使用及び収益を目的とする権利（臨

時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。）を有す

る者（国民、民間団体等に限る。）が当該土地又は建物を自然体験活動の場と

して提供することその他の多数の者を対象とするのにふさわしい環境保全の

意欲の増進に係る体験の機会の場として自発的に提供することを促進するた

めに必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（協働取組の在り方等の周知） 

第二十一条 国は、協働取組（二以上の国民、民間団体等がそれぞれ適切に役

割を分担しつつ対等の立場において相互に協力して行う環境保全の意欲の増

進その他の環境の保全に関する取組をいう。以下この条において同じ。）につ
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いて、その在り方、その有効かつ適切な実施の方法及び協働取組相互の連携の

在り方の周知のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（財政上の措置等） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、環境保全の意欲の増進及び環境教育の推

進に必要な財政上又は税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものと

する。 

（情報の積極的公表等） 

第二十三条 国、地方公共団体、民間団体及び事業者は、環境保全の意欲の増

進その他の環境の保全に関する取組への国民、民間団体等の参加を促進するた

め、その行う環境保全の意欲の増進の内容に関する情報その他の環境の保全に

関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。 

２ 国は、前項の情報の収集、整理及び分析並びにその結果の提供を行うよう

努めるものとする。 

（配慮等） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、この法律に基づく措置を実施するに当た

っては、環境保全の意欲の増進又は環境教育を行う国民、民間団体等の自立性

を阻害することがないよう配慮するとともに、当該措置の公正性及び透明性を

確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

（主務大臣等） 

第二十五条 この法律における主務大臣は、環境大臣、文部科学大臣、農林水

産大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣とする。 

２ この法律における主務省令は、環境大臣、文部科学大臣、農林水産大臣、
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経済産業大臣及び国土交通大臣の発する命令とする。 

（罰則） 

第二十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処す

る。 

一 偽りその他不正の手段により第十一条第一項の登録を受けた者 

二 第十二条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告若

しくは資料の提出をした者 

第二十七条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を

罰するほか、その法人又は人に対して同条の刑を科する。 

第二十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 

一 第十一条第七項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二 第十三条の規定に違反した者 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、平成十五年十月一日から施行する。ただし、第十一条から第

十六条まで及び第二十六条から第二十八条までの規定は、平成十六年十月一日

から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 



附件十六：日本住友化學株式會社簡介 
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SUMITOMO CHEMICAL(住友化學株式會社) 

簡介 

公司名稱： 住友化學股份有限公司(2004 年 10 月 1 日變更) 

成立： 1913 年 9 月 22 日 

正式營業： 1915 年 10 月 04 日 

公司地址： 
東京→104-8260 日本東京都中央區新川 2 丁目 27-1 號 

大阪→541-8550 日本大阪市中央區北濱四丁目 5-33 號 

分公司及關係企業： 

大日本住友製藥股份有限公司 

東友精密化學股份有限公司 

Valent 美國股份有限公司 

新加坡住友化學股份股份有限公司 

聚烯烴（新加坡）股份有限公司 

其他              （截至 2008 年 3 月 31 日，總計 116 家公司） 

部門 

基礎化學部： 

主要著重於生產己內醯胺、聚甲基丙烯酸甲酯和無機材料等基本

材料的部門，以提供各種產業消費者或高科技產業。產品亦包括

工業化學製品、高純度鋁及可容許的鹽酸氧化過程。 

石油化學部： 

供應許多種石油化學製品，包括有機化學製品、塑膠(如低密度聚

乙烯和聚丙烯)和合成橡膠。不僅在日本內部生產，亦擴展國外的

石油化學製程營運(如新加坡)。而在沙烏地阿拉伯，住友化學與

沙烏地阿拉伯石油公司承包建造世界最大的聯合精煉及石油化

學公司。 

精密化學部： 

運用獨特的有機合成技術，提供各種專業的產品以滿足不同需求

的產業和消費者。而產品包括有機製藥化學品、黏著性中間體、

聚合添加劑及染料。 

資訊科技化學部： 

包括三個部門：光學材料部(如光學薄膜液晶顯示器)、半導體工

藝材料部門(如提供電子工業的高純度化學品、提供 IC 製造業的

光致抗蝕劑)及電子材料部門(如提供關鍵電子元件的超工程塑

料)。 

農業化學部： 
製造多種植物保護化學品，包括肥料、殺蟲劑、殺菌劑、除草劑

及植物生長調節劑等。產品被銷售到世界各地超過 110 個國家。 

醫藥品部： 

住 友 化學 主要 是由 大日 本 住友 製藥 股份 有限 公司 和 Nihon 

Medi-Physics 股份有限公司來處理製藥業務。 

Nihon Mediphysics 是由住友化學、奇異亞洲醫療設備股份有限公

司及大日本住友製藥股份有限公司共同合資的放射性藥物企

業，其目的是增進中樞神經系統和糖尿病治療。 

其他 

2007 年營業情形 
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淨銷售額：18,965 億日幣 

營業收入：1,024 億日幣 

純收入：631 億日幣 

資本支出：1,425 億日幣 

研發費用：1,054 億日幣 

員工人數：25,588 人（截至 2008 年 3 月 31 日） 

2007 年部門銷售情形 

精密化學部門

929億日幣，5%

資訊科技化學部門

2,975億日幣，16%
石油化學部門

6,033億日幣，31%

農業化學部門

2,004億日幣，11%

基礎化學部門

3,147億日幣，16%

其他

1,501億日幣，8%醫藥品部門

2,376億日幣，13%

 

各年度銷售情形 
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基礎化學部門 

石油化學部門 

精密化學部門 

資訊科技化學部門 

農業化學部門 

生產技術中心 

筑波研究所 

物流部 

法務部 

新事業發展室 

經理室 

秘書部 

人事部 

資訊部 

總務部 

內部控制促進部 

  人力資源部 

董事會 

董事長 

經理 

稽查委員會 

稽查委員 

稽查委員室 

企劃室 

智慧財產部 
責任管理室 

採購室 

內部稽核部 

計畫發展本部 

有機合成研究所 
生物環境科學研究所 

基礎化學計畫協調室 
工業化學品製造部 
無機材料製造部 
甲基丙烯酸甲酯製造部 
鋁製造部 
愛媛工廠 
基礎化學品研究所 
   

         計畫發展室 
 
         石油化學計畫協調室 
石油化學品製造部 
聚乙烯製造部 
聚丙烯製造部 
合成橡膠製造部 
千葉工廠 
      愛媛工廠(石油化學相關) 
石油化學品研究所 
合成橡膠開發中心 
          精密化學計劃協調室 
          精密化學品質保證室 
化學品事業部 
醫藥原料事業部 
醫藥中間體事業部 
大阪工廠          歌島試製部 
                岡山工廠 
                歧阜工廠 
    愛媛工廠(精密化學相關) 
    千葉工廠(精密化學相關) 
    大分工廠(精密化學相關) 
精密化學品研究所 
 

          資訊科技化學業務室 

          資訊科技化學品質保證室 
光學製品事業部 
半導體工藝材料部 
電子材料部 
染料過濾部 
      愛媛工廠(資訊科技化學相關) 
      千葉工廠(資訊科技化學相關) 
      大阪工廠(資訊科技化學相關) 
資訊科技化學品研究所 

      農業化學業務室 
         農業化學品質保證室 
農作物保護部 
國際農作物保護部 
生活環境事業部 
動物營養部 
大分工廠 
三沢工廠 
      愛媛工廠(農業化學相關) 

農業化學品研究所 

          名古屋分店 
          福岡分店 



附件十七：考察日本住友化學株式會社 
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圖 1 考察日本住友兵庫縣寶塚市農化研究所 

    

圖 2：小型玻璃箱 圖 3：模擬居家生活之玻璃室 
 

圖 4：環境用藥產品 圖 5：環境用藥產品 
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圖 6：環境用藥產品 圖 7：環境用藥產品 
 

圖 8：農業化學研究所最新產品
SumiOne 

圖 9：農業化學研究所最新產品
SumiOne 

 

圖 10：住友化學股份有限公司安全評估涉及的相關研究領域示意圖 

 

  


